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１ 総合評価落札方式の概要 

 ⑴ 総合評価落札方式とは 

価格のみの競争ではなく、価格と価格以外の要素（競争参加者の技術的能力、品質の向上に

かかる技術提案）を総合的に評価し、技術と価格の両面からみて最も優れた案を提示した者を

落札者とする方式。 

 

 ⑵ 総合評価落札方式の効果 

・工事目的物の性能、品質の向上 

・長寿命化・維持修繕費の縮減・施工不良の未然防止等による総合的なコストの縮減 

・交通渋滞対策・環境対策・安全対策等への対応 

・事業効果の早期発現 

・価格以外の要素が考慮された競争が行われることによる談合等の不正防止 

 

２ 沼津市が実施する総合評価落札方式の種類、施行方法等について 

⑴  総合評価落札方式の種類 

 静岡県の交通基盤部土木関係総合評価落札方式（工事）活用ガイドラインに示されている方

式を参考とし、次の種類に分け実施する。 

ア 標準型（技術提案評価型） 

  技術的な工夫の余地が比較的大きい工事において、発注者の求める工事内容を実現する上

で有効な、施工上の工夫等の技術提案を求めることにより、民間企業の優れた技術力を活用

し、公共工事の品質をより高めることを期待する工事に適用するものであり、例えば品質確

保対策等、安全対策、交通・環境への影響等の観点から技術提案を求め、価格と品質が総合

的に優れた内容の契約にするもの。 

イ 簡易型Ⅰ（簡易な施工計画評価型） 

 技術的な工夫の余地がある工事において、施工の確実性を確保することが重要であるため、

簡易型Ⅱで求める技術資料（同種・類似工事の実績や経験、工事成績等）の内容に加え、簡

易な施工計画を求め、価格と品質が総合的に優れた内容の契約にするもの。 

 施工能力に加え、簡易な施工計画も評価することが適当な案件に適用する。 

ウ 簡易型Ⅱ（施工能力評価型） 

 技術的な工夫の余地が小さい工事において、施工の確実性を確保することが重要であるた

め、同種・類似工事の実績や経験、工事成績等に基づく技術力と価格と品質が総合的に優れ

た内容の契約にするもの。 

    施工能力を評価することが適当な案件に適用する。 

 

    この他、標準型対象工事によりもなお技術的な工夫の余地が大きい工事においては、高度

技術提案型を採用できることとする。なお、高度技術提案型の詳細な運用については、本マ



ニュアルによらず別に定めることとする。 

 

⑵  入札方針 

沼津市が発注する建設工事のうち、沼津市建設業者指名委員会において、総合評価落札方式

を適用することがふさわしいと認められたものを対象工事として選定する。 

 

⑶ 低入札価格調査制度 

 ダンピング受注防止を目的に低入札価格調査制度を適用し、調査基準価格及び失格基準価格

を設定する。 

 

⑷ 総合評価落札方式における落札者の決定 

入札者の申込みに係る性能等の各評価項目の得点の合計（技術評価点）を当該入札価格で除

して得た数値（評価値）の最も高いものを落札者とする除算方式を採用する。 

 

ア 評価値の算出式 

評価値 ＝ 技術評価点     ÷ 入札価格 × 1,000 

    ＝ （標準点＋加算点） ÷ 入札価格 × 1,000 

イ 技術評価点 

標準点：発注者の設定する仕様（最低条件）を満足する場合に 100点を付与。 

加算点：企業の技術力、技術者の能力、施工上の課題に対する技術提案等の評価に応じて、

標準型のときは付与した点数の合計を、簡易型Ⅰのときは点数の合計に 43分の 30

（評価点の満点が 43点の場合）を、簡易型Ⅱのときは点数の合計に 27分の 15（評

価点の満点が 27 点の場合）を乗じて求めた数値。なお、加算点は、小数点以下２

位止め（３位を四捨五入）とする。また、加算点がマイナスとなった者は、失格と

する。 

ウ 入札価格 

  評価値の計算において、入札価格は千円単位とする（1,000円未満の小数点以下で扱う）。 

  入札価格が「調査基準価格（入札書比較価格）」を下回ったときは、評価値の計算におい

て、「調査基準価格（入札書比較価格）」を入札価格とする。 

エ 評価値比較用係数 

  評価値の計算において、評価値を比較するため評価値比較用係数として 1,000を便宜上乗

じる。 

オ 評価値 

  評価値は、小数点以下４位止め（５位を四捨五入）とするが、同位の者がある場合は、評

価に差が生じるまで小数点以下の位止めを増やすことができる。 

  評価に差が生じなかったとき（技術評価点と入札額がそれぞれ同値のときなど）で評価値

が最も高い者が２者以上ある場合は、当該者にくじを引かせて落札候補者を決定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図１ 評価値の算出過程における価格評価のイメージ 
 

  
                              ０円 

 

予定価格（税抜）      評価上限（調査基準価格（入札書比較価格）） 
 

 

                                 

 

・入札価格が高いと評価が低く、入札価格が低いと評価が高くなる。 

・入札価格が低くなるほど評価は上がるが、入札価格が調査基準価格（入札書比較価格）」を下回った

ときは、評価値の計算において、「調査基準価格（入札書比較価格）」を入札価格とする。 

 

 

総合評価落札方式の具体例 

 簡易型Ⅱの制限付き一般競争入札 予定価格（入札書比較価格）55,000 千円 ４者応札の

場合 

 

 

標準点 加算点 
技術 

評価点① 

入札額 

（千円）② 

評価値 

①÷②×

1,000 

順位 

Ａ社 100  6 106 50,000 2.1200 3 

Ｂ社 100 15 115 52,000 2.2115 1 

Ｃ社 100  8 108 54,000 2.0000 4 

Ｄ社 100  12 112 51,500 2.1748 2 

   この場合、52,000千円で入札したＢ社が落札候補者になる。 

 

⑸ 総合評価落札方式における加算点の設定 

 企業の技術力、技術者の能力、技術提案に係る性能等に応じた加算点の範囲は次のとおりと

し、工事の特性（工事内容、規模等）に応じて得点配分を行うものとする。 

区分 最大加算点 評価項目 

標準型 

（技術提案評価型） 
40～51 

技術提案、企業・技術者の能

力 

簡易型Ⅰ 
（簡易な施工計画評価型） 

30 
簡易な施工計画、企業・技術

者の能力・企業の社会性 

簡易型Ⅱ 

（施工能力評価型） 
15 

企業・技術者の能力・企業の

社会性 

 

高 

低 

評価 

高 低 入札価格 



 

⑹ 総合評価落札方式における評価項目及び評価基準の設定 

 別紙「総合評価落札方式における落札者決定基準の標準モデル」を参照し、案件ごと適切に

設定する。 
 

３ 中立かつ公正な審査・評価の確保  

⑴  学識経験者の意見聴取 

 地方自治法施行令第 167 条の 10 の２第４項の規定により、総合評価落札方式の適用に当た

っては、発注者の恣意を排除し、中立かつ公正な審査・評価を行うため、評価基準や落札候補

者の決定等について２人以上の学識経験者から意見聴取を行う。また、同法施行令第 167条の 

10 の２第５項に基づき、落札者決定時に改めて意見聴取の必要があるかを聴き、必要な場合

は当該落札者を決定しようとするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければなら

ない。なお、意見聴取は、静岡県が設置する交通基盤部土木関係総合評価審査委員会に依頼す

る。 

 

⑵ 評価項目の公表 

 総合評価落札方式における入札者の提示した性能等の評価及び落札結果等については、記録

し契約後早期に以下の事項を公表する。 

ア 業者名 

イ 各業者の入札価格 

ウ 各業者の評価値  

 

４ 技術提案内容の担保 

落札者が提示した技術提案、簡易な施工計画（以下、技術提案等）について、その履行を確保

するため、履行しなかった場合の措置について、公告又は技術提案等の書式において明らかにす

る。 

 

ア 履行の確認方法 

  落札者が提示した技術提案等の内容は、全ての提案を施工計画書に記載する（図２ 技術

提案等の施工計画書への記載（例）参照）。ただし、落札者が提示した技術提案等の内容の

うち、発注者が採用を認めないことを通知した提案内容は除く。 

  また、落札者は、発注者が工程上適切な時期に履行を確認するための履行確認シート（図

３ 技術提案等の履行確認シート）を作成し、監督員は適宜、履行状況を確認する。 

イ 技術提案等に係る設計変更 

  技術提案等の記載内容に基づく設計変更は、原則行わないものとする。 

ウ 工事成績の反映について 

  発注者は、技術提案等の内容について、履行が確認できない場合は発注者－落札者間にお

いて責任の所在を協議し確認する。 

  落札者の責により履行されていないことを確認した場合には、再度の施工を行わせる。ま

た、再度の施工が困難あるいは合理的でない場合には、工事成績に反映させる。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



 

５ ペナルティの設定 

  ペナルティは、評価項目ごと下表のとおり実施する。 

 違約金請求 工事成績評定の減点 

標準型（技術提案） 〇 -５ 

簡易型Ⅰ（簡易な施工計画） 〇 -５ 

市内企業の施工割合 ― -３ 

 

⑴ 違約金の計算方法 

違約金請求の対象は、２タイプ（標準型、簡易型Ⅰ）とし、技術提案等にて評価された提案

が不履行の場合、達成度合いに応じて違約金を請求する。 

（計算方法） 

違約金＝｛１－（１００＋β）／（１００＋α）｝×Ｃ 

Ｃ：当初の契約金額（円） 

α：当初の加算点 

β：達成度合に応じて再計算した加算点 

※算出金額は、千円未満切り捨てとする。 

 

⑵ 工事成績評定点の減点方法 

履行確認の対象となった項目について、不履行の場合に工事成績評定から減点する。ただし、

技術提案等により提案された内容のうち、発注者が採用を認めないこととした提案内容または

受注者の責によらないものは除く。 

 

・技術提案等により提案された内容の不履行…不履行の項目ごとに、５点減点する。 

・市内企業の施工割合の不履行…３点減点する。 

 

 



 
 

図２ 技術提案等の施工計画書への記載（例） 

評価項目 番号 技術提案等の内容(*1) 履行確認予定時期

*1　技術提案等とは、簡易型Ⅰの「簡易な施工計画」です。

総合評価落札方式における技術提案

工事名
第　　　　号

　　年度　　　　　　　　　　　　工事

工事場所 沼津市　　　地内



 
 

図３ 技術提案等の履行確認シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

総括監督員 主任監督員 担当監督員

工事場所

技術提案等
の内容(*1)

確認日

確認者
のサイン

写真や図面を添付する。なお、必要に応じて別葉とする。

業務内容の履行を確認できる具体的な内容を記載

*1　技術提案等とは、『簡易型Ⅰの「簡易な施工計画」』です。
　　技術提案内容により、履行確認が複数回必要な場合は適宜実施する。

履行確認結果
　　　年　　月　　日

総合評価落札方式における技術提案等の履行確認シート

工事名
第　　　　号

　　年度　　　　　　　　　　　　工事

沼津市　　　地内

提案内容を記載



最大 最大 最大

得点 得点 得点

性能・機能に関する具体的な評価項目 - - - -

環境の維持に関する具体的な評価項目

交通の対策に関する具体的な評価項目

特別な安全対策に関する具体的な評価項目

省資源対策費又はリサイクル対策に関する具体的な評価項目

ライフサイクルコストに関する具体的な評価項目

その他コストに関する具体的な評価項目

「品質管理」

「工程管理」

「安全管理」 - -

「環境管理」 - -

- -

- -

- -

2 2 2

1 1 1

0 0 0

5 5 5

3 3 3

1 1 1

0 0 0

-2 -2 -2

2 2 2

0 0 0

1 1 1

0 0 0

3 3 3

2 2 2

0 0 0

2 2 2

1 1 1

1 1 1

0.5 0.5 0.5

0 0 0

2 2 2

0 0 0

1 1 1

0 0 0

1 1 1

0 0 0

- 1 1

- 0 0

- 1 1

- 0 0

- 2 2

- 1 1

- 0 0

- 1 1

- 0 0

- 1 1

- 0.5 0.5

- 0.5 0.5

- 0 0

1 1 1

0 0 0

1 1 1

0 0 0

51 43 27

（40～51） （35～43） （25～27）

換算なし 30 15

課題への対応が現地の環境条件を踏まえて適切であり、優れた工夫が見られる。

選択した評価項目の技術的な所見が適切である。

選択した評価項目の技術的な所見に工夫が見られる。

70％未満

70％以上

沼津市外

沼津市内

該当なし

女性技術者を主任（監理）技術者、監理技術者補佐として配置する場合

若手技術者を主任（監理）技術者、監理技術者補佐として配置する場合

若手かつ女性の技術者を主任（監理）技術者、監理技術者補佐として配置する場合

認定なし

認定あり

該当なし

エコアクション21の認証を取得済

ISO14001の認証を取得済

登録されていない

障害者雇用企業登録者名簿に登録されている

加入なし

加入あり

該当なし

同種工事の実績あり

評価基準

証明なし又は各団体推奨単位未満の取得

証明あり（各団体推奨単位以上取得)

実績なし

市表彰の対象となった工事の主任技術者（監理技術者）を配置

該当なし

類似工事の実績あり（主任（監理）技術者、監理技術者補佐として）

同種工事の実績あり（主任（監理）技術者、監理技術者補佐として）

該当なし

２級土木施工管理技士又は同等の資格

１級土木施工管理技士又は同等の資格

該当なし

ISO9001の認証を取得済

同工種における市表彰の実績なし

同工種における市表彰の実績あり

（α－２）点未満

（α－２）点以上α点未満

α点以上（α＋２）点未満

（α＋２）点以上（α＋４）点未満

（α＋４）点以上

該当なし

類似工事の実績あり

市で設定した
評価項目に対
する技術提案
内容につい
て、定量評価、
定性評価を行
う。（優・良・可
の判定、等）

課題への対応が現地の環境条件を踏まえて適切であり、工夫が見られる。

市内企業の施工割合
（市外業者が対象となる場合のみ）

2

過去10年間の主任（監理）技術者、監理技術
者補佐、現場代理人の同種・類似工事の施工
経験の有無

過去２年間の継続教育の取組状況

「施工上の課題」

1

3

2

1

●-

-

1 1 1〇

2

○○

●

●

●

●

課題への対応が現地の環境条件を踏まえて適切である。

企
業
の
社
会
性
・
信
頼
性
等

主たる営業所の所在地
（市外業者が対象となる場合のみ）

1 1

1

1

女性技術者・若手技術者（40歳以下）の登用 1

1

1

-

-

沼津市男女共同参画推進事業所の認定

2 2

-

-

●●-

●○-

沼津市と災害協定の締結あり

標準型 簡易Ⅰ 簡易Ⅱ

-

労働福祉の状況 1

1

1

1

1 1

評価項目

簡
易
な
施
工
計
画

災害協定締結の有無 1

1

2

5

2

1品質管理システムの取組状況

配
置
予
定
技
術
者
等
の
能
力

技術者の資格

企
業
の
技
術
力

過去10年間の同種・類似工事の施工実績

前年度、前々年度における沼津市工事成績
評定の平均（α）点（平均点以上を評価す
る。）

● -

-

2

5

1

8

-

-

- -

--

2

●

-

-

-

-

-

○

選択した評価項目の技術的な所見に優れた工夫が見られる。

技
術
提
案

総合的なコストの縮減に関する技術提案内容

社会的要請への対応に関する技術提案内容

工事目的物の性能、機能の向上に関する技
術提案内容

2

「品質管理」「工程管理」
「安全管理」「環境管理」
「施工上の課題」のうち、２
の項目に係る技術的な所
見（２項目とも同一の評価
項目を設定することも可
能とする。）

--

-

-

-

-

該当項目を適用

配点×課題数
（25～30点）の範
囲で適宜設定す

る。

8

33

2

30

●●

●

●

●

●●● 5

2

評価基準を参考に、概ね１～３個程度の技術提案を求めることとする。また、評価点については、工事内容に応じて適宜
設定し、その点数の合計が25点以上となるように各項目に配点する。ただし、最大加算点は30点までとする。

○

0～8

0～8

沼津市総合評価落札方式　評価項目標準モデル

※本表を標準モデルとする。ただし、技術者に求める資格や市内企業の施工割合等、各案件の実情に応じ、評価基準を変更できるものとする。

配点
●必須項目
〇選択可能
項目

●必須項目
〇選択可能
項目

配点
●必須項目
〇選択可能
項目

配点

標
準
型
の
評
価
項
目
を
基
本
と
し
な
が
ら

、
案
件
ご
と
に
個
別
に
項
目
・
配
点
を
設
定

最大最大 最大

留意事項

過去２年間における優良技術者等表彰 2 2

高度技術
提案型

合計

（得点範囲）

過去10年間とは、当該工事の施工日の属する年度から10年度前の４月１日以降をいう。

過去２年間における優良工事等表彰

建設業労働災害防止協会への加入

環境マネジメントシステムの取組状況

換算

過去２年間とは、当該工事の施工日の属する年度から２年度前の４月１日以降をいう。継続教育（CPD、CPDS）は、建設系
CPD協議会加盟団体のうち、別表、継続教育（CPD、CPDS）の評価対象団体と推奨(目標)単位に示す、推奨（目標）単位を
設定している18団体の継続教育をいう。

表彰における過去２年間とは、前々年度、前年度及び当該年度表彰（表彰対象工事はそれぞれの前年度工事）のうち、公
告日又は指名日において、当該年度の表彰が行われている場合は前年度分、当該年度分を評価し、当該年度の表彰が行わ
れていない時点では、前々年度分、前年度分を評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

当該工事の公告日又は指名日において条件を満たしている場合に評価する。

その工事の工種や性質に応じて、その都度定める。ここでは土木一式工事の場合を例示している。同等の資格とは技術士
等、当該工事の発注工種と同工種で監理（主任）技術者になりうるものをいう。なお、入札参加資格として例示の資格を
設定している場合は、技術士等、案件に応じ個別に設定することができる。

若手技術者（40歳以下）とは、公告日又は指名日において40歳以下であることをいう。

●●

●

●●●

●●●

●

過去10年間とは、当該工事の施工日の属する年度から10年度前の４月１日以降をいう。

表彰における過去２年間とは、前々年度、前年度及び当該年度表彰（表彰対象工事はそれぞれの前年度工事）のうち、公
告日又は指名日において、当該年度の表彰が行われている場合は前年度分、当該年度分を評価し、当該年度の表彰が行わ
れていない時点では、前々年度分、前年度分を評価する。

同種工事の実績あり（現場代理人として）

類似工事の実績あり（現場代理人として）

元請及びすべての下請の施工額に占める市内企業の施工額の割合とする。なお、工事の性質に応じ、設定する施工割合の
基準を変更することができる。

●●

●

〇

〇

〇

〇

〇

●

●

●

○

-

-
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別 紙


